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（１）水道施設 

東日本大震災により、19 都道県の水道施設に被害があり、累計で約 257 万戸が断水し、

平成 25 年（2013 年）２月時点で、岩手県、宮城県、福島県の３県で 4.5 万戸が断水して

いる。現在、断水が継続している地域は、津波により家屋等が流出した地域や土砂災害で

避難指示等が出され居住ができない地域であり、それ以外の地域では全て復旧が完了した

（ただし、福島第一原子力発電所事故の影響により、一部地域では調査が困難なことから、

対象から除外している）（図９－１－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省資料 

写真９－１－１ 水道管の復旧工事（宮城県石巻市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典）厚生労働省資料 

図９－１－１  水道の復旧状況 
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 水に関する被害及び復旧状況 １ 

第９章     東日本大震災の復興について 

総断水戸数 約 257 万戸 

4/7 に震度 6 強の余震発生 

4/11 と 4/12 に震度 6 弱の余震発生 

津波浸水地域等の給水困難地域の
断水戸数 4.5 万戸 
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（２）工業用水道施設 

工業用水は東北地方及び関東地方の全 45 事業体（81 事業）のうち 25 事業体（44 事業）

において、管路、浄水場等施設の破損被害が生じた。都県別では、茨城県が最も多く、６

事業体（12 事業）において被害が生じた（表９－１－１）。 

また、施設破損によって、東北地方及び関東地方の広い範囲で断水の被害が発生した。 

例えば、宮城県が運営する工業用水道事業の場合、震災直後は施設の被害によって、全

面給水停止状態に陥り、全受水企業（73 事業所）において断水となったが、早急な復旧作

業により４月下旬には全面給水するに至っている。 

なお、津波被害の大きかった福島県南相馬市工業用水道事業については、平成 23 年(2011

年)11 月には全面給水が可能な状況に至ったが、東京電力福島第一原子力発電所の事故に

ともなう警戒区域内に一部の給水区域を持つ双葉地方水道企業団工業用水道事業につい

ては、一部給水を再開したものの、未だ全面給水に至っていない（その他は全面給水開始

済）。 

表９－１－１  都県別の工業用水の被災事業体数及び事業数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）経済産業省資料をもとに国土交通省水資源部作成（2013 年４月現在） 

 

  

都 県 名 被災事業体数（事業数） 

青森県 １（２） 

岩手県 １（２） 

宮城県 ２（４） 

秋田県 １（１） 

山形県 １（１） 

福島県 ５（11） 

茨城県 ６（12） 

栃木県 ２（２） 

群馬県 １（１） 

埼玉県 １（１） 

千葉県 １（４） 

東京都 １（１） 

神奈川県 ２（２） 

合計 25（44） 
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（３）農業水利施設 

農業水利施設も地震により広範囲にわたり被害が生じ、とりわけ岩手県・宮城県・福島

県の沿岸部では地震に加えて津波による大きな被害が生じた。 

農業水利施設等の箇所数は、平成 24 年(2012 年)７月５日時点で約１万 7000 ヵ所となっ

ており（表９－１－２）、地域の意向に応じながら計画的に復旧事業を進めている。 

 
表９－１－２  農業用施設の被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）1.農林水産省資料（平成 24 年７月５日時点） 

2.農業用施設の被害は、主に、ため池、水路、揚水機の被害 

 

被災地域においては、災害復旧事業が実施されている。 

例えば、宮城県仙台市東部太平洋沿岸部に位置する仙台東地区は、名取川と七北田川の

間に広がる約 2,400 ヘクタールの水田地帯であるが、津波が農地面積のおよそ８割に相当

する 1,800 ヘクタールに浸水し、排水機場等の農業用施設が壊滅的な被害を受けた。また、

浸水した農地のほぼ全域にわたって畦畔や耕土の流失、多量のがれきや塩分を含んだ海底

土砂の堆積農地土壌への塩分の残留（塩害）などの甚大な被害が発生した。 

これを受け、農林水産省は平成 24 年(2012 年)１月１日に仙台東土地改良建設事業所を開

設し、排水機場及び排水路の復旧工事、除塩、農地復旧工事等を進めている。 

これにより、津波を被ったエリアの西側に位置する約 500ha の農地については、24 年度

春の作付け期までに営農が再開されている。また、25 年度(2013 年度)の営農再開に向けて

約 900ha で復旧工事を実施中であり、残る 400ha についても 26 年度(2014 年度)の営農再開

に向けて復旧工事に着手している（平成 25 年３月時点）。 

 

  

県名 農業用施設箇所
青森県 22
岩手県 3,657
宮城県 4,724
秋田県 7
山形県 134
福島県 3,749
茨城県 1,805
栃木県 405
群馬県 32
埼玉県 67
千葉県 2,225

神奈川県 1
長野県 235
静岡県 2
新潟県 252
合計 17,317



第９章  東日本大震災の復興について 

193 

 

（４）下水道施設 

被災した下水処理場 120 箇所（福島県内の避難指示区域等内に位置する９箇所を除く）

のうち、２箇所は汚水の発生がないため稼働の必要がなく、被害が甚大であった仙台市南

蒲生浄化センターを除き 117 箇所は平成 24 年度（2012 年度）末までに通常レベルの処理

まで復旧済である（表９－１－３）。 

被災した下水管の延長は 664km（テレビカメラ調査ベース）で、被災市町村等の全下水

管延長の約１％である（表９－１－４）。被害管路のうち、汚水を流下させるために応急

対応が必要な箇所については平成 23 年（2011 年）５月までに応急対応を行い、平成 25 年

（2013 年）５月 13 日現在、476km が本復旧を完了した。引き続き、復興計画と整合を図

りながら、早期に本復旧を完了させることを目標とする。 

 
 

表９－１－３  下水処理場の被災状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国土交通省災害･防災情報（平成 25 年 5 月 13 日時点） 

 

表９－１－４  下水管の被災状況 
 

 

（出典）国土交通省災害･防災情報（平成 25 年 5 月 13 日時点） 

 

（５）水資源開発施設 

水資源開発施設では、国土交通省が管理するダムでは大きな損傷や不具合等の異状はな

かったが、自治体等が管理するダムの一部（全８ダム）で、ダム天端にクラックが発生す

るなどの被害があった。 

独立行政法人水資源機構が管理している施設においては、この震災により茨城県と千葉

県にある８施設が被害を受けた（図９－１－２）。なお、関東に所在するその他の水資源

機構の施設（利根大堰など）では、その機能に支障が生じるような損傷はなかった。 

  

被害状況 震災当初

稼働停止 48 0

一部停止 63

応急対応中 －

正常に稼働 － 117

計 120

避難指示区域等内 9

平成２５年５月１３日現在

118

0

３箇所で本復旧工事に着手

1

なお、２箇所は汚水の
発生がなく稼働不要

うち、２箇所は
別位置対応中

総都道府県数 総市町村等数 総延長 被害管路延長（二次調査） 被災率

11都県 132市町村等 約6万5千km 664km 約1%
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霞ヶ浦用水施設は、茨城県西部に水道(給水人口約 30 万人)、工業（約 150 事業所）、農

業（受益地約２万 ha）の各用水を供給するライフライン機能を担っているため、直ちに、

通水再開等に係る応急復旧、及び施設からの漏水出水対応等の二次災害の防止に取組んだ。

その結果、７日後の平成 23 年（2011 年）３月 18 日には最低限の応急復旧が完了し、水道

用水及び工業用水の供給が再開された。 

また、この間、霞ヶ浦用水の送水が停止したことで、茨城県県西広域水道事業を通じて

受水している茨城県桜川市の水道が断水した。このため、可搬式海水淡水化装置（海水や

湖沼・河川等の水を膜ろ過により水道水質基準に適合するレベルまで浄化できる装置）が

現地に搬送され、農業用のため池を使用して給水活動が行われ、桜川市水道課を通じて市

民及び病院等に対して９日間で約 115m3（約３万８千人分の飲料水相当）の給水が行われ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出典）独立行政法人水資源機構資料 

図 9－1－2  独立行政法人水資源機構施設の被害位置 

 



第９章  東日本大震災の復興について 

195 

 

 

（１）水道施設 

東日本大震災に係る水道施設等の災害復旧事業については、従来の災害復旧費補助金交

付要綱とは別に、「東日本大震災に係る水道施設等の災害復旧費補助交付金要綱」を制定

し、補助率の嵩上げ等の特例措置を定めて実施している。加えて、東日本大震災により被

災した沿岸部の水道施設等に係る災害復旧事業であって、被災自治体の復興計画が策定中

のため復旧方法を確定することができず、早期の災害査定の実施が困難な場合においては、

災害査定方法等の特例を定めて事業を実施しているところである。平成 24 年度（2012 年

度）の実施状況は、25 年（2013 年）２月末時点で、48 の被災事業者（岩手県 20、宮城県

22、福島県６）から申請があり、59 件の災害査定（通常査定 14、特例査定 45）を実施し

ている。査定後の調査額は、約 1,015 億円（通常査定 14 億円、特例査定 1,001 億円）とな

り、23 年度（2011 年度）からの総額は、約 1,316 億円となっている。 

平成 25 年度（2013 年度）以降は、福島県内の避難指示解除準備区域や警戒区域内など

を中心に災害査定を順次実施する一方で、24 年度に特例査定を実施した事業者における復

旧工事の実施に際して必要な保留解除の手続きを適宜行う予定である。 

被災地の中には十分な職員数を確保できない事業者もあり、そのような事業者を支援す

るため「東日本大震災水道復興支援連絡協議会」を設置し、関係者による支援の枠組みを

構築している。協議会は、有識者、被災・支援水道事業者、県、(社)日本水道協会ほか関

係機関、厚生労働省で構成され、被災地の状況・課題等について情報共有、意見交換し、

被災事業者が求めている支援ニーズを把握するとともに、被災事業者の求めに応じて個別

に支援する事業体をマッチングし、支援事業体には職員の派遣により水道復興計画の立案

や災害査定国庫補助事務等の応援にあたっていただいている。協議会以外でも都道府県等

のルートを通じて、被災地の支援にあたっていただいている事例が多数あり、関係者の協

力を得ている状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）厚生労働省資料                                    （出典）厚生労働省資料 

  
写真９－２－１  特例査定の実施状況           写真９－２－２  連絡協議会の様子 

 

 

  

 復興に向けての今後の方向 ２ 
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（２）工業用水道施設 

工業用水道施設については、平成 25 年(2013 年)４月現在、被災した 44 事業のうち福島

県の双葉地方水道企業団工業用水道事業を除く 43 事業で全面給水が可能な状況になって

いる。 

平成 23 年(2011 年)３月から４月にかけては、（社）日本工業用水協会の協力の下、愛知

県（４名）、三重県（４名）、富山県（１名）、神戸市（４名）から派遣された合計 13 名の

技術職員が延べ２週間、宮城県の工業用水道事業の復旧支援作業を実施した。 

従来の工業用水道事業者の災害時施設復旧等に係る相互応援体制は、関東、中部等の各

地域ブロックごとの応援体制となっていたため、東日本大震災においては、地域ブロック

を跨いだ全国的な応援体制の整備、及び施設の応急復旧に必要な資機材の確保対策が急務

であることが判明した。 

経済産業省では、これらの教訓を踏まえ、産業構造審議会地域経済産業分科会工業用水

道政策小委員会報告書（平成 24 年６月）において、施設の耐震指針の策定、各地域ブロ

ックを超えた施設復旧等のための全国的な相互応援体制の構築、事業者及び関係機関等の

協力を得つつ、資機材備蓄情報データベースの構築等の具体的対応策を取りまとめた（図

９－２－１）。 

これを受け、平成 25 年３月に「工業用水道施設 耐震・更新・アセットマネジメント指

針」を策定した。また全国相互応援体制の構築については、工業用水道事業者に対して本

体制の周知を行い、資機材備蓄情報データベースについても５月末に運用開始予定となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典）経済産業省「産業構造審議会地域経済産業分科会工業用水道政策小委員会」報告書 

 
図 9－2－1  工業用水道事業における全国相互応援体制図 

 

※この範囲は各地域の協定に従う
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（３）農業水利施設 

農業水利施設については、農林水産省は、①宮城県、福島県等の要請を受け、湛水農地

等の排水を進めるための災害応急用ポンプの貸し出し、②排水機場の応急復旧工事や排水

路の機能回復のためのがれき除去対策の実施、③被災した市町村に対する集落排水施設に

ついての災害復旧に関する技術相談などを行ってきた。 

また、早期の営農再開や二次被害の防止のため、災害査定の前に災害復旧事業に着手で

きる「査定前着工」の制度の積極的な活用や、災害復旧の迅速化のための災害査定の大幅

な簡素化等を行った（平成 24 年(2012 年)１月 31 日をもって、福島県の一部を除き全ての

災害査定を完了。）。その他、被災自治体からの要請を受け、農林水産省の技術者の派遣及

び都道府県等の技術者派遣の調整を行っている。 

 平成 24 年(2012 年)５月 18 日、「東日本大震災からの復興の基本方針」（23 年(2011 年)７

月 29 日決定）に基づく各府省の復興施策の事業計画及び工程表の改訂版等が復興庁でと

りまとめられ、この中で、農林水産省は、基幹的農業用施設については、主要な排水機場

の応急復旧を概ね完了したところであり、本格的な施設の復旧については、各地域での復

興計画の策定を踏まえて順次実施しており、概ね５年間での完了を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【仙台東地区】二郷堀排水機場 
（出典）厚生労働省資料 

  
写真９－２－３  災害復旧事業の実施状況（左：被災時、右：応急復旧後） 
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（４）下水道施設 

下水道施設については、国土交通省が下水道支援調整チームを設置し、全国の自治体等

の広域的な支援のもとで復旧に係る総合調整等を実施している。また、地方自治体等の職

員を派遣して下水道施設の被害状況を調査しており、平成 24 年(2012 年)５月７日時点で、

延べ 6,575 人を派遣している。 

このほか、日本下水道事業団が関係機関と連携しつつ、被災下水処理場において簡易処

理等による応急対応や復旧計画策定について支援を実施している。 

国土交通省下水道部では、総合的かつ計画的な下水道地震対策を推進するため、これま

での地震対策に係る技術指針の見直し方針を示すことを目的に、日本下水道協会と共同で、

「下水道地震・津波対策技術検討委員会」を設置し、被災した下水道施設の復旧及び被災

地の復興に資するため、「下水道地震・津波対策技術検討委員会報告書 －東日本大震災

における下水道施設被害の総括と耐震・耐津波対策の現状を踏まえた今後の対策のあり方

－」をとりまとめ公表している。この中で、「再生水・熱エネルギー利用等、21 世紀にお

ける希望ある復興にふさわしい技術の採用」などを含めた本復旧のあり方を提示している。

さらに、復興支援スキーム分科会を設置し、先進的な技術の活用による水循環システム、

資源・エネルギー再生システムの事業化調査を実施した（図９－２－２、写真９－２－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国土交通省下水道部「下水道地震・津波対策技術検討委員会報告書」資料 
  

図９－２－２ 復興支援調査の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

（気仙沼終末処理場） 
（出典）経済産業省資料 

  
写真９－２－４ 現地調査の様子 
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（５）水資源開発施設 

水資源機構では、被災直後から災害復旧に取組み、平成 25 年（2013 年）３月までに全

施設の本格復旧を終えた。 

 今回の震災は、水資源開発公団（水資源機構の前身）の発足以来最大規模であり、その

復旧にあたっては、被災事務所への 150 人を超える応援職員の派遣、燃料や資機材等の支

援などを迅速に行い、水資源機構の総力を結集して対応した。 

 なお、管路の復旧にあたっては、外部有識者を含む検討委員会を設置し、災害復旧につ

いての指導・助言を得て実施した。 

今後、東日本大震災の経験を踏まえ、大規模地震の発生に対しても水供給に係る施設の

機能が最低限維持できるよう、施設の耐震性能照査、耐震性能の強化を計画的に推進する

とともに、様々な事態に対して確実に対応するために各種設備の充実を図る。また、大規

模地震等の危機的状況の発生に対しても、被害拡大の防止、水の安定供給、施設機能の早

期回復に努めるため、平常時より防災業務計画を適宜見直し、実戦的な訓練の実施等の

様々な取組みを進めていく。 

さらに、危機的状況の発生に対しても、的確な対応を行い、被害拡大の防止、水の安定

供給、施設機能の早期回復に努めることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）独立行政法人水資源機構資料 

成田用水の継手部 
 

写真９－２－５ 災害復旧事業の実施状況（左:被災時、右：復旧後） 
 

 

 

 

 

 

 


